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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第39期

第１四半期連結
累計期間

第40期
第１四半期連結
累計期間

第39期

会計期間

自平成29年
 １月１日
至平成29年
 ３月31日

自平成30年
 １月１日
至平成30年
 ３月31日

自平成29年
 １月１日
至平成29年
 12月31日

売上高 （百万円） 9,145 9,844 37,504

経常利益 （百万円） 1,309 1,312 5,036

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 844 812 3,386

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 797 531 4,327

純資産額 （百万円） 28,984 31,934 32,006

総資産額 （百万円） 38,265 41,696 41,569

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 24.35 23.42 97.63

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 24.33 23.38 97.48

自己資本比率 （％） 68.8 69.7 70.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

（株式交換による連結子会社の完全子会社化）

当社と当社の連結子会社であるシーシーエス株式会社（以下、「シーシーエス」という。）は、平成30年２月14

日に開催された両社の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、シーシーエスを株式交換完全子会社と

する株式交換（以下、「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしまし

た。

(1) 本株式交換の目的

当社は、防犯用センサ関連事業と自動ドア用センサ関連事業に加え、ファクトリーオートメーション関連事

業をグループの中核事業と位置付け、平成28年５月にシーシーエスを公開買付により連結子会社化いたしまし

た。

当社グループでは、グループ全体の効率化を追求し経営資源の最適化を実現していくとともに、企業価値の

さらなる向上のため、持株会社体制のもと経営資源の集中投下、機動的なグループ経営及び連携シナジーの極

大化を目指しております。

本株式交換により、当社グループとして今後さらにファクトリーオートメーションにおける画像処理関連事

業に注力するとともに、ＬＥＤに関する技術をグループ全体で活用し業績貢献していくに当たり、シーシーエ

ス株主の皆様に引き続き当社グループの株主としてご支援いただくことで、企業価値のより一層の向上を図

り、株主利益の最大化を目指してまいります。

(2) 本株式交換の日程

本株式交換契約締結承認取締役会 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約締結 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約承認定時株主総会

（シーシーエス）
平成30年３月23日（金）

本株式交換の効力発生日 平成30年７月１日（日）（予定）

(3) 本株式交換の概要

① 本株式交換の方式

当社を株式交換完全親会社とし、シーシーエスを株式交換完全子会社とする株式交換を行います。本株式

交換については、当社においては、会社法第796条第２項の規定に定める簡易株式交換の方法により、株主総

会の承認を得ないで、また、シーシーエスにおいては、平成30年３月23日開催の定時株主総会にて承認を受

け、平成30年７月１日を効力発生日として行うことを予定しております。

② 本株式交換に係る割当ての内容

 
当社

（株式交換完全親会社）

シーシーエス

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 1

1.4

（ご参考：株式分割考慮前）

0.7

本株式交換により交付する株式数 普通株式：2,766,649株（予定）

（注）１．株式の割当比率

シーシーエスの普通株式１株に対して当社の普通株式1.4株を割当て交付いたします。ただし、当

社が所有するシーシーエスの株式については、本株式交換による株式の割当ては行いません。な

お、本株式交換に係る割当ての内容は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両

社協議・合意の上、変更する可能性があります。

２．株式分割

上記割当比率及び当社が交付する普通株式数は、平成30年４月１日付をもって実施した株式分割

後の数としています。
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３．本株式交換により交付する株式数

当社は、本株式交換に際して、本株式交換により当社がシーシーエス株式（当社が保有するシー

シーエス株式を除く。）の全部を取得する時点の直前時（以下、「基準時」という。）のシーシー

エスの株主の皆様（当社を除く。）に対し、その保有するシーシーエス株式に代わり、その保有す

るシーシーエス株式の数の合計に1.4を乗じた数の当社株式を交付します。なお、シーシーエスは、

本株式交換の効力発生日の前日までに開催するシーシーエスの取締役会決議により、シーシーエス

が保有する自己株式及び基準時までにシーシーエスが保有することとなる自己株式（本株式交換に

関して行使される会社法第785条第１項の規定に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取り

によって取得する自己株式を含む。）の全部を、基準時までに消却する予定です。

また、当社の交付する株式については、全て新たに発行する株式にて対応する予定です。なお、

当社が交付する株式数は、シーシーエスの自己株式の消却等により、今後修正される可能性があり

ます。

③ 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等

当社及びシーシーエスは、本株式交換に用いられる上記②「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の株

式の割当比率（以下、「本株式交換比率」という。）の算定に当たって公正性・妥当性を確保するため、そ

れぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、当社は山田ビ

ジネスコンサルティング株式会社を、シーシーエスは監査法人グラヴィタスを、それぞれの第三者算定機関

に選定いたしました。また、当社は西村あさひ法律事務所を、シーシーエスは弁護士法人淀屋橋・山上合同

をそれぞれリーガル・アドバイザーとして選定し、本格的な検討を開始いたしました。

両社は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果及び助言並びにリーガル・

アドバイザーからの助言を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデューディリジェンスの結果等

を踏まえて慎重に検討し、両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両

社間で交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、両社は、本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株

主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつ

き、平成30年２月14日開催の両社の取締役会にて、それぞれ決議いたしました。

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合に

は、両社間で協議の上変更することがあります。

④ 本株式交換の当事会社の概要（平成29年12月31日現在）

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社

（1）名称 オプテックスグループ株式会社 シーシーエス株式会社

（2）所在地

滋賀県大津市雄琴五丁目８番12号

（登記上の本店所在地：滋賀県大

津市におの浜四丁目７番５号）

京都市上京区烏丸通下立売上ル

桜鶴円町374番地

（3）代表者の役職・氏名
代表取締役会長兼ＣＥＯ 小林 徹

代表取締役社長兼ＣＯＯ 小國 勇
代表取締役社長 大西 浩之

（4）事業内容
グループの経営戦略策定、経営

管理及びそれに付帯する業務

・画像処理用LED照明装置及び制

　御装置の開発、製造、販売

・顕微鏡光源用、植物育成用、

　医療用、美術館・博物館用、

　その他LED応用照明の開発、

　製造販売

（5）資本金 2,798百万円 462百万円

(4) 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理を行う予定であります。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済情勢は、企業の設備投資が増加したことや、人手不足を背景に雇

用・所得環境が改善してきていることなどにより、景気は引き続き緩やかな成長となりました。一方、海外におき

ましては、米国の保護主義的な通商政策による世界経済の減速及び年初からの円高進行や地政学リスクなどの懸念

材料により、全般的に不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは、「ベンチャースピリット溢れる企業集団を目指す。」を企業理念に掲

げ、持株会社体制のもと経営資源の集中投下、機動的なグループ経営及び連携シナジーの極大化を目指し、連結子

会社であるシーシーエス株式会社の完全子会社化を決定するなど、企業価値の更なる向上を図ってまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間は、ＦＡ事業及びＭＶＬ事業の伸長等により、売上高は98億44百万円

と前年同期に比べ7.6％の増収となりました。利益面につきましては、営業利益は14億61百万円（前年同期比9.7％

増）となったものの、為替差損の増加などにより経常利益は13億12百万円（前年同期比0.3％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は８億12百万円（前年同期比3.8％減）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。以下の前年同期比較について

は、変更後のセグメント区分に組み換えた数値で比較しております。詳細は、「第４　経理の状況　１四半期連結

財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。

① ＳＳ事業

当社グループの主力事業であるＳＳ事業は、売上高50億60百万円（前年同期比2.2％増）、営業利益６億98百万

円（前年同期比5.0％増）となりました。

防犯関連につきましては、売上高33億65百万円（前年同期比0.3％増）となりました。国内におきましては、警

備会社向けの販売が伸び悩んだ結果、前年同期実績を下回りました。一方海外におきましては、英国のメーカー

系子会社の業績が順調に推移した結果、前年同期実績を上回りました。

自動ドア関連につきましては、国内向けの販売は伸び悩んだものの、海外向けの販売が前年同期実績を上回っ

た結果、売上高は10億76百万円（前年同期比3.7％増）となりました。

② ＦＡ事業

ＦＡ事業は、国内におきましては、半導体、二次電池、フラットパネルディスプレイ向けに加え、電子部品業

界向けにも販売が順調に推移いたしました。また、海外におきましても、欧州及び中国向けの販売が順調に推移

し前年同期実績を大幅に上回りました。この結果、売上高は20億88百万円（前年同期比23.8％増）、営業利益は

４億30百万円（前年同期比69.1％増）となりました。

③ ＭＶＬ事業

ＭＶＬ事業は、国内におきましては、レンズ・カメラなどの周辺商材を含めたソリューションの拡充と提案力

の強化が功を奏し、売上高は拡大いたしました。海外におきましては、中国で合弁解消により販売は減少したも

のの、その他のアジア及び欧州向けの販売は順調に拡大いたしました。この結果、売上高は25億52百万円（前年

同期比8.9％増）、営業利益は３億58百万円（前年同期比0.5％増）となりました。

 

＜参考＞

　・地域別売上高

当第１四半期連結累計期間　（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）　　（単位：百万円）

日本 米州 欧州 アジア 計

4,206 1,167 3,155 1,314 9,844

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）米州　…………　北米、中南米

(2）欧州　…………　ヨーロッパ、中東、アフリカ

(3）アジア　………　アジア、オセアニア
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６億63百万円であります。なお、当

第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

（注）平成30年２月14日開催の取締役会決議により、平成30年４月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可

能株式総数は50,000,000株増加し、100,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成30年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成30年５月15日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 17,484,732 34,969,464
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 17,484,732 34,969,464 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成30年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２．平成30年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより発行済株式

数が17,484,732株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 17,484,732 － 2,798 － 5,321

（注）平成30年２月14日開催の取締役会決議により、平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は17,484,732株増加し、34,969,464株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 123,300

（相互保有株式）

普通株式　48,100

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,207,000 172,070 同上

単元未満株式 普通株式 106,332 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 17,484,732 － －

総株主の議決権 － 172,070 －

（注）平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

オプテックスグループ

株式会社

滋賀県大津市におの浜四丁

目７番５号
123,300 － 123,300 0.71

（相互保有株式）

オフロム株式会社
福井県福井市三留町72-10 48,100 － 48,100 0.27

計 － 171,400 － 171,400 0.98

（注）平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,293 11,486

受取手形及び売掛金 8,290 8,901

有価証券 252 250

商品及び製品 3,516 3,661

仕掛品 407 417

原材料及び貯蔵品 2,040 2,309

未収還付法人税等 268 294

繰延税金資産 727 556

その他 1,237 1,132

貸倒引当金 △30 △30

流動資産合計 29,004 28,980

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,284 1,267

機械装置及び運搬具（純額） 281 278

工具、器具及び備品（純額） 645 718

土地 2,083 2,083

建設仮勘定 45 42

有形固定資産合計 4,340 4,390

無形固定資産   

特許権 701 676

商標権 742 718

顧客関係資産 1,258 1,218

のれん 778 744

その他 489 479

無形固定資産合計 3,970 3,836

投資その他の資産   

投資有価証券 3,081 3,305

長期貸付金 119 121

繰延税金資産 506 534

その他 594 574

貸倒引当金 △47 △47

投資その他の資産合計 4,253 4,489

固定資産合計 12,564 12,716

資産合計 41,569 41,696
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,851 2,389

短期借入金 683 1,540

1年内返済予定の長期借入金 101 101

未払金 1,255 1,139

未払法人税等 1,219 382

繰延税金負債 33 32

賞与引当金 597 405

役員賞与引当金 3 1

その他 774 1,009

流動負債合計 6,520 7,002

固定負債   

長期借入金 59 17

繰延税金負債 1,031 972

再評価に係る繰延税金負債 22 22

退職給付に係る負債 1,150 1,166

役員退職慰労引当金 128 131

その他 649 448

固定負債合計 3,042 2,758

負債合計 9,562 9,761

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 4,835 4,835

利益剰余金 20,871 21,162

自己株式 △173 △176

株主資本合計 28,330 28,620

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 389 325

土地再評価差額金 △5 △5

為替換算調整勘定 478 166

退職給付に係る調整累計額 △37 △36

その他の包括利益累計額合計 825 449

新株予約権 61 70

非支配株主持分 2,788 2,794

純資産合計 32,006 31,934

負債純資産合計 41,569 41,696
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 9,145 9,844

売上原価 4,006 4,324

売上総利益 5,138 5,520

販売費及び一般管理費 3,806 4,058

営業利益 1,332 1,461

営業外収益   

受取利息 10 7

受取配当金 13 9

受取賃貸料 5 5

持分法による投資利益 48 4

投資事業組合運用益 9 4

その他 12 17

営業外収益合計 101 50

営業外費用   

支払利息 4 2

為替差損 103 185

賃貸費用 3 3

その他 14 7

営業外費用合計 125 199

経常利益 1,309 1,312

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除売却損 0 2

特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 1,308 1,310

法人税、住民税及び事業税 388 274

法人税等調整額 △41 108

法人税等合計 347 383

四半期純利益 960 927

非支配株主に帰属する四半期純利益 116 114

親会社株主に帰属する四半期純利益 844 812
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 960 927

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 16 △64

為替換算調整勘定 △179 △331

退職給付に係る調整額 △0 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 △163 △395

四半期包括利益 797 531

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 699 435

非支配株主に係る四半期包括利益 98 95
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 264百万円 262百万円

のれんの償却額 31 29

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月25日

定時株主総会
普通株式 413 25 平成28年12月31日 平成29年３月27日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年１月１日を効力発生として、当社を株式交換完全親会社とし、オプテックス・エフ

エー株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。この結果、当第１四半期連結累

計期間において、資本剰余金が1,156百万円増加し、自己株式が375百万円減少しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月24日

定時株主総会
普通株式 520 30 平成29年12月31日 平成30年３月26日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 ＳＳ事業 ＦＡ事業
ＭＶＬ
事業

ＥＭＳ
事業

計

売上高          

外部顧客への売

上高
4,952 1,686 2,343 158 9,140 4 9,145 － 9,145

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

50 8 0 1,092 1,150 3 1,154 △1,154 －

計 5,003 1,694 2,343 1,250 10,291 8 10,299 △1,154 9,145

セグメント利益 665 254 356 75 1,351 △13 1,338 △5 1,332

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、スポーツクラブの運営等の事業を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額△５百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 ＳＳ事業 ＦＡ事業
ＭＶＬ
事業

ＥＭＳ
事業

計

売上高          

外部顧客への売

上高
5,060 2,088 2,552 139 9,839 4 9,844 － 9,844

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

8 1 1 966 976 5 982 △982 －

計 5,068 2,089 2,553 1,105 10,816 9 10,826 △982 9,844

セグメント利益 698 430 358 15 1,502 △12 1,490 △28 1,461

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、スポーツクラブの運営等の事業を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額△28百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

事業管理区分の変更に伴い、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更し、従来の「ＳＳ事

業」「ＦＡ事業」「ＭＶＬ事業」の３区分から、「ＳＳ事業」「ＦＡ事業」「ＭＶＬ事業」「ＥＭＳ事業」

の４区分に変更しております。

変更後の各報告セグメントの主な製品群及びサービスは次のとおりであります。

セグメントの名称 主な製品群及びサービス

ＳＳ（Sensing Solution）事業
防犯関連、自動ドア関連、水質計測関連、交通関連、客数情報シス

テム、電子部品の開発及び販売

ＦＡ（Factory Automation）事業 ファクトリーオートメーション関連

ＭＶＬ（Machine Vision Lighting）事業 画像処理用ＬＥＤ照明装置関連

ＥＭＳ（Electronics Manufacturing

Service）事業
電子機器受託生産サービス

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 24円35銭 23円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
844 812

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
844 812

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,685 34,693

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円33銭 23円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 29 56

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）当社は、平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

（株式分割）

当社は、平成30年２月14日開催の取締役会の決議に基づき、平成30年４月１日付で株式分割を行っておりま

す。

(1) 株式分割の目的

株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性を高めるとともに、投

資家層のさらなる拡大を図ることを目的としております。

(2) 株式分割の概要

平成30年３月31日（土）を基準日（実質上、３月30日（金））として、同日の最終の株主名簿に記載又は

記録された株主の所有普通株式１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。

(3) 分割により増加する株式数

① 株式分割前の発行済株式総数 17,484,732株

② 今回の株式分割により増加する株式数 17,484,732株

③ 株式分割後の発行済株式総数 34,969,464株

④ 株式分割後の発行可能株式総数 100,000,000株

(4) 分割日程

基準日公告日 平成30年３月15日

基準日 平成30年３月31日

効力発生日 平成30年４月１日

(5) その他

今回の株式分割に際しまして、資本金の額の変更はありません。

(6) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、「１株当たり情報」に記載しております。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年５月10日

 

オプテックスグループ株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾仲　伸之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　博規　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックスグ

ループ株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年１月

１日から平成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックスグループ株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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